
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

 当社では、「株主、顧客、従業員、調達先、地域社会などとの調和及び共生を通じた企業価値の増大化」を図るため、コーポレート・ガバナンスを 
「経営の透明性、公正性を確保する最重要な経営機能」の一つと位置付けております。このような認識のもと、将来に向けて当社が持続的に成長 
する会社となることを目指し、経営における意思決定の迅速化、効率化に注力するとともに、業務執行に対する監督機能強化のための体制を整 
備してまいります。 
 なお、当社は監査役制度を採用しております。 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明

 

大量保有報告書（変更報告書）について  [当補足説明は、提出日現在の社名で記載しております。] 
三井住友トラスト・ホールディングス株式会社及びその共同保有者（住友信託銀行株式会社、中央三井アセット信託銀行株式会社及び日興アセ 
ットマネジメント株式会社）から、2011年４月７日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）の写しにより、2011年４月１日現在でそれぞれ以下 
のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主 
の状況には含めておりません。 
（氏名又は名称）              （住所）                   （所有株式数）     （発行済株式総数に対する所有株式数の割合） 
住友信託銀行株式会社          大阪府大阪市中央区北浜4-5-33   株式 3,959,500株   8.86％ 
中央三井アセット信託銀行株式会社  東京都港区芝3-23-1           株式  456,800株   1.02％ 
日興アセットマネジメント株式会社   東京都港区赤坂9-7-1          株式  265,600株   0.59％ 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

―――  

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE Neturen Co., Ltd.

最終更新日：2012年7月10日

ネツレン （高周波熱錬株式会社）
代表取締役社長 福原 哲一

問合せ先：管理本部企画管理部 03-3443-5441

証券コード：5976

http://www.k-neturen.co.jp/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,378,100 12.03

新日本製鐵株式會社 4,101,800 9.17

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,612,900 5.84

株式会社メタルワン 2,288,400 5.12

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,432,100 3.20

ＪＦＥスチール株式会社 1,171,700 2.62

株式会社三井住友銀行 907,400 2.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 850,800 1.90

ＮＴＮ株式会社 836,215 1.87

第一生命保険株式会社 826,000 1.85

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 金属製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満
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５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

―――  
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

※１ 会社との関係についての選択項目 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 11 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※１)

a b c d e f g h i
齊藤 誠 弁護士          

a 親会社出身である

b 他の関係会社出身である

c 当該会社の大株主である

d 他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任している

e 他の会社の業務執行取締役、執行役等である

f 当該会社又は当該会社の特定関係事業者の業務執行取締役、執行役等の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる者である

g 当該会社の親会社又は当該親会社の子会社から役員としての報酬等その他の財産上の利益を受けている

h 本人と当該会社との間で責任限定契約を締結している

i その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明
当該社外取締役を選任している理由（独立
役員に指定している場合は、独立役員に指

定した理由を含む）

齊藤 誠 ○ ―――

 社外取締役である齊藤誠氏は弁護士であり、 
その専門的な知識・経験等を当社の経営に活 
かすとともに独立の立場から経営を監督するこ 
とが選任の最大の理由であります。その役割と 
して期待するところは、取締役会のみならずコ 
ンプライアンス委員会等に出席し、特に法的な 
側面からの助言、監督を受けることでありま 
す。 
 
（2012年３月期の取締役会出席状況及び発言 
状況） 
 当期に開催された取締役会13回のすべてに 
出席し、主に弁護士としての専門的見地からの 
発言を行っております。 
 
【独立役員の指定理由等】 
 当社が独立役員として指定する齊藤誠氏（社 
外取締役）は、弁護士であります。齊藤氏と 
は、過去において法律顧問契約を締結しており 
ましたが、2000年3月31日をもって、これを解約 
しております。解約後、現在に至るまで法律顧 
問契約を締結した事実はありません。また、当 
社は齊藤氏が代表者である弁護士法人斉藤 
法律事務所と個別に委任契約を締結し、同事 
務所に弁護士報酬を支払うことがありました 
が、その金額は多額ではありません。 
 これらの状況より当社は、齊藤氏が「上場管 
理等に関するガイドライン」の企業行動規範の 
違反に係る判断基準のいずれにも該当せず、 
一般株主と利益相反の生じるおそれがないと 
判断したため、独立役員として指定するもので 
あります。 
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【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

 監査役は随時監査役会を開催するとともに、取締役会等の重要な会議への出席及び重要書類の閲覧等により取締役の職務執行状況を監査 
するほか、会計監査人及び内部監査室との相互連携及び関係会社から経営状況の報告を受けるなどにより監査の実効性を高めております。 
 監査役は、会計監査人から監査方針を含む監査計画の説明を受けるとともに、随時、会計監査の状況及び結果について意見交換を行っており 
ます。さらに、必要に応じて会計監査に立会い監査状況の確認を行っております。 
 内部監査室につきましては、組織上の人員は１名で構成されておりますが、監査役及び会計監査人のほか、必要に応じて内部統制統括部、安 
全衛生・環境対策室、品質保証本部等のモニタリング機能を有する専門部門との連携により監査の実効性を高めております。 
 監査役は、内部監査室と監査計画及び結果に関する意見交換を行うとともに、随時、内部監査室の監査に立会い監査の実効性を高めておりま 
す。  

会社との関係(1)

 

※１ 会社との関係についての選択項目 

会社との関係(2)

 

【独立役員関係】 

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

氏名 属性
会社との関係(1)

a b c d e f g h i
浦部 善和 他の会社の出身者        ○  

吉峯 寛 他の会社の出身者        ○  

a 親会社出身である

b その他の関係会社出身である

c 当該会社の大株主である

d 他の会社の社外取締役又は社外監査役を兼任している

e 他の会社の業務執行取締役、執行役等である

f 当該会社又は当該会社の特定関係事業者の業務執行取締役、執行役等の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものである

g 当該会社の親会社又は当該親会社の子会社から役員としての報酬等その他の財産上の利益を受けている

h 本人と当該会社との間で責任限定契約を締結している

i その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明
当該社外監査役を選任している理由（独立
役員に指定している場合は、独立役員に指

定した理由を含む）

浦部 善和  ―――

 独立の立場から経営を監査するためでありま 
す。特に、他社における豊富な経験・見識を踏 
まえた幅広い視点をもって、監査体制の中立 
性及び独立性を高めることを目的としておりま 
す。 
 
（2012年３月期の取締役会出席状況及び発言 
状況） 
 当期に開催された取締役会13回のすべてに 
出席し、また、当期に開催された監査役会14回 
のすべてに出席し、主に他社における豊富な 
経験・知見からの発言を行っております。 

吉峯 寛  ―――

 独立の立場から経営を監査するためでありま 
す。特に、他社における経営者としての豊富な 
経験・知見をもって、監査体制の中立性及び独 
立性を高めることを目的としております。 
 吉峯寛氏は2012年６月27日開催の当社定時 
株主総会で新たに選任され、監査役に就任い 
たしました。 
 なお、同氏は2012年６月27日まで国際投信 
投資顧問株式会社の代表取締役会長でありま 
したが、同社と当社との間に重要な取引はあり 
ません。 

独立役員の人数 1 名
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その他独立役員に関する事項 

―――  

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

 「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」、「１．機関構成・組織運営等に係 
る事項」の【取締役報酬関係】「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のとおりであります。  

該当項目に関する補足説明 

―――  

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

2012年３月期の役員報酬等 
 取締役（社外取締役を除く。）・・・基本報酬 255百万円、対象となる役員の員数 10人 
 監査役（社外監査役を除く。）・・・基本報酬  15百万円、対象となる役員の員数  1人 
 社外役員・・・・・・・・・・・・・・・・・・・基本報酬  22百万円、対象となる役員の員数  3人  

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

 当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、株主総会において決議された報酬額の限度内において、取締役と監査役 
に区分し、社内規程の定める基準に基づき、取締役報酬については取締役会により、また監査役報酬については監査役の協議により決定してお 
ります。なお、取締役（社外取締役を除く。）の報酬等の額につきましては、主として前事業年度の業績等を勘案し算定しております。また、社外取 
締役及び監査役につきましては、業績と連動せず会社への貢献度等を勘案し算定しております。その他詳細事項につきましては、同規程に定め 
ております。  

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

 社外取締役の補佐については管理本部企画管理部が、また、社外監査役の補佐については内部監査室及び管理本部企画管理部が行ってお 
ります。  

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

【コーポレート・ガバナンス体制の概要及びその体制を採用する理由】 
（１）基本的な考え方 
 「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」、「１．基本的な考え方」に記載のとおりであり 
ます。 
 
（２）現状の体制 
（会社の機関） 
 取締役会は、法令、定款で定められた事項及び経営に関する重要事項を決定し、取締役の職務執行を監督するための機関として、定時取締役 
会を毎月１回以上開催するとともに、必要に応じ機動的に臨時取締役会を開催しております。当社の取締役は11名以内とする旨定款に定めてお 
ります。なお、2012年３月期の有価証券報告書提出日現在の取締役９名のうち１名は社外取締役であります。 
 また、2009年６月25日の定時株主総会において、定款の変更を決議し、取締役の任期を２年から１年に短縮しております。これは、急激に変化 
する経営環境に迅速に対応するとともに、機動的かつ効率的な事業展開を行い、事業年度毎の取締役の経営責任をより明確にするためでありま 
す。 
 一方、経営における意思決定の迅速化、効率化に対応するため、役付取締役を構成員とした常務会を毎月１回以上開催し、経営の基本方針、 
戦略、計画及び重要事項を協議しております。なお、常務会には社外取締役及び監査役も出席することができることになっております。 
 また、取締役及び各部門の部門長を構成員とした経営会議を毎月１回以上開催し、各部門及び関係会社の経営状況及び経営課題につき報 
告、審議を行っております。 
 このほか、コンプライアンス委員会、全社ＣＳＲ推進委員会及び内部統制推進委員会等を設置し、コーポレート・ガバナンスの強化に努めており 
ます。 
 当社は、監査役制度を採用しており、2012年３月期の有価証券報告書提出日現在の監査役３名のうち２名が社外監査役であります。 
 なお、当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、その 
限度額は法令が定める額としております。 
 
（内部監査及び監査役監査の状況） 
 「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」、「１．機関構成・組織運営等に係 
る事項」の【監査役関係】に記載のとおりであります。 
 
（内部統制システムの整備の状況） 
 「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」の「１．内部統制システムについての基本的な考え方及び整備状況」に記載の 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

ストックオプションの付与対象者

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり
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とおりであります。 
 
（会計監査の状況） 
 当社は井上監査法人による監査を受けております。2012年３月期の有価証券報告書の会計監査業務を執行した公認会計士は、佐藤賢治氏、 
林映男氏の２名であり、会計監査業務に係る補助者は公認会計士２名、その他１名であります。  

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

 当社のコーポレート・ガバナンス体制は、上記「業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体 
制の概要）」に記載のとおり、会議、委員会及び社内規程等によるものに加え、本社部門及び事業部等各部門間の相互牽制体制を確立すること 
により機能していると認識しております。これを社外取締役と監査役会等が連携することで、より一層の体制確保が可能になると判断しているため 
であります。 
 
【社外取締役に関する事項】 
 「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」、「１．機関構成・組織運営等に係 
る事項」の【取締役関係】に記載のとおりであります。 
 
【監査役の機能強化に係る取組状況】 
 「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」、「１．機関構成・組織運営等に係 
る事項」の【監査役関係】に記載のとおりであります。  
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
直近の定時株主総会は2012年６月27日に開催し、その招集通知は2012年６月８日に発送して 
おります。 

電磁的方法による議決権の行使 当社が指定する議決権行使専用ウェブサイトを利用することのみ可能となっております。 

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
適時開示規程を定め、ネツレン・ディスクロージャーポリシー（会社情報開示方 
針）を当社ホームページに掲載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

ＩＲミーティングの実施、機関投資家向け決算説明会（年２回）、機関投資家向 
け工場見学会（年１回程度）の開催に加え、事業内容の理解促進を通じた投 
資家層の拡大を図るため、積極的な情報開示を行っております。

あり

IR資料のホームページ掲載
基本的に、東京証券取引所のＴＤｎｅｔによる適時開示を行ったものについて掲 
載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
管理本部企画管理部及び管理本部経理部にて担当しております。なお、ＩＲに 
関する責任者は、情報取扱責任者が担当しております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

「ネツレングループ経営理念」、「企業行動倫理基準」及び「ＣＳＲ基本規程」を定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

環境保全活動につきましては、地球環境との共生を基本とし、「環境方針」及び「環境保全管理 
規程」を定めております。また、「ＣＳＲ基本規程」に基づき、ＣＳＲ活動を推進しております。 
また、2011年10月、ステークホルダーの皆様向けに「ネツレンＣＳＲレポート２０１１」を発行して 
おります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

法令、東京証券取引所の適時開示規則等に基づいて、ステークホルダーに対し、適時に適切 
な方法で情報提供を行っております。また、「適時開示規程」を定め、ネツレン・ディスクロージャ 
ーポリシー（会社情報開示方針）を当社ホームページに掲載しております。
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Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 「ネツレングループ経営理念」、「ネツレングループ企業行動倫理基準」及び「コンプライアンス規程」等の経営理念、倫理・行動基準、会社規程 
等に従い、取締役及び社員等は、法令及び定款等の会社規定を遵守するとともに、適切に当社グループの社会的責任を果たすこととしておりま 
す。 
 コンプライアンスの周知徹底また不断の改善のため、社長を議長とするコンプライアンス委員会を定期的に開催するとともに、「内部通報制度」 
（コンプライアンス・ヘルプライン）を常設することにより、コンプライアンス上疑義のある行為等について、社員等から直接情報提供が行える体制 
をとることとしております。 
 取締役及び社員等は、「反社会的勢力対応管理規程」等に基づき、グループ全体において、社会的な秩序及び企業の健全な活動に悪影響を与 
えるあらゆる個人・団体とは一切の関わりを持たないこととしております。 
 
（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
 法令及び会社規程に従い、取締役はその職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し、適切に保存し、管理し 
ております。 
 取締役及び監査役は、会社規程の定めに基づき、常時これらの文書等を閲覧できるものとしております。 
 
（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理体制の整備） 
 品質、コンプライアンス、災害、環境、情報管理等に係るリスクについては、「リスクマネジメント基本規程」を定め、管理本部企画管理部及び安 
全衛生・環境対策室が組織横断的にリスク状況の監視及び全社的対応を行うとともに、内部監査室が定期的に各部門のリスク管理の状況を監 
査し、必要に応じて、取締役会またはコンプライアンス委員会等に報告しております。 
 また、「危機管理規程」を定め、危機（重大な不測の事態）が発生した場合の情報収集、報告方法及び緊急対策本部設置等の対応方法を明確 
化するとともに、地震、水害等の自然災害に対しては別途対応マニュアルを定めております。 
 
（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 「業務規程」、「稟議規程」等の会社規程に基づき職務権限及び意思決定ルールを明確化しております。 
 各取締役の担当業務を定めたうえで、各取締役は自らの担当業務を効率よく執行し、各業務執行取締役は３ヵ月に１回以上自らの業務執行状 
況を取締役会に報告することとしております。 
 月１回以上取締役会を開催するとともに、月１回以上役付取締役、社外取締役及び常勤監査役の出席による常務会を開催することにより、経営 
上の重要な意思決定を機動的に行い、経営課題の早期解決を図ることとしております。 
 
（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 「関係会社管理規程」等に基づき、子会社及び関連会社ごとに管理担当部門及び管理担当部門長を定め、当該管理担当部門長は担当会社の 
コーポレート・ガバナンス体制、コンプライアンス体制、リスク管理体制等の構築・整備を行うこととしております。 
 定期的にグループ経営会議を開催することにより、子会社及び関連会社の経営状況を把握するとともに、グループ全体の情報共有化を図るこ 
ととしております。 
 監査役、内部監査室、安全衛生・環境対策室及びコンプライアンス委員会は子会社及び関連会社を定期的に監査・監督することにより、グルー 
プ内において業務の適正を確保することとしております。 
 財務報告の信頼性確保については、代表取締役社長直轄の「内部統制統括部」及び「内部統制推進委員会」等を設置のうえ、「財務報告に係る 
内部統制運用規程」に基づき、グループ内における財務報告に係る内部統制体制の整備を進め、これを適切に運用することとしております。 
 
（６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項  
 監査役は、内部監査室等の要員に対し、その補助者として監査業務を行うよう指揮命令できることとしております。 
 
（７）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 
 前号補助者の人事異動及び人事評価については、常勤監査役の事前の同意を得なければならないものとしております。 
 
（８）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 
 取締役及び社員等は、監査役に対して、速やかに、法定の事項に加え、当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コン 
プライアンス・ヘルプラインによる内部通報内容を報告することとしております。 
 監査役は、取締役会及びその他経営に関する重要な会議に出席し、審議事項がある時または求めに応じて、意見を述べることができるものとし 
ております。 
 
（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 監査役は、稟議書等の重要な経営情報を閲覧できることとしております。 
 代表取締役は、監査役及び会計監査人と定期的に意見交換の場を持ち、意思の疎通を図ることとしております。 
 監査役は、会計監査人と定期的にまた随時に意見交換を行い、必要に応じて、会計監査人から報告を求めることができるものとしております。 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
 当社取締役会において「内部統制基本方針」を定め、その中で、「グループ全体において、社会的な秩序及び企業の健全な活動に悪影響を与 
えるあらゆる個人・団体とは、一切関わりを持たない」ことを宣言しております。この方針を徹底するため、「ネツレングループ企業行動倫理基準」 
に、「わたしたちは、社会的な秩序や企業の健全な活動に悪影響を与えるあらゆる個人・団体とは、一切関わりを持ちません。」と掲げております。 
 これらの基本方針、企業行動倫理基準に基づき、当社グループ全体において「反社会的勢力からの不当要求拒絶」はもちろんのこと、「反社会 
的勢力との一切の関係遮断」に取り組んでおります。 
 
（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況 
 「反社会的勢力対応管理規程」を制定し、その中で、目的、基本方針はもとより、関係遮断のための心得、具体的対応方法等を定めておりま 
す。また、不測の事態に備え、「危機管理規程」を制定し、危機発生時に適切な対応が取れるよう、体制を整備しております。 
 当社の反社会的勢力対応部署は、管理本部企画管理部を統括部署とし、管理本部企画管理部長が管理統括責任者となっております。また、 
管理本部企画管理部管理課長を担当責任者としております。なお、当該担当責任者を不当要求防止責任者に任命し、警察に届け出ております。 
 研修・啓蒙活動につきましては、ポスターの掲出を行うとともに、担当責任者が定期的に外部研修会へ参加し、また、当社グループの総務担当 
者等に対し、定期的に社内研修を実施しております。 
 当社は、社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会の会員企業であり、警察、弁護士、暴追センター等の外部機関との連携を強化するとと 
もに、必要に応じて情報収集等を行っております。  
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Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

 当社では、2007年11月15日開催の取締役会において、株式の大量買付け関する適正ルール（「株主意思確認型」買収防衛策）（以下、「適正ル 
ール」）の導入を決議いたしました。この適正ルールの具体的内容は、当社ホームページ（http://www.k-neturen.co.jp/ir/news.html）をご参照くだ 
さい。また、買収防衛に関して、「株式会社の支配に関する基本方針」を定めております。その内容は、以下のとおりであります。 
 
（１）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
当社グループは、熱処理技術を中核とし、常に新商品・新事業の開発を進めることにより、社会の発展に貢献することを企業理念に掲げておりま 
す。この理念に沿って、株主の皆様から経営についての負託を受けた当社取締役会は、当社の財務及び事業の方針を決定するにあたり、中長 
期的な視点から経営戦略を立案・実行し、当社グループの競争力・収益力を向上させることにより、企業価値、ひいては、株主共同の利益の向上 
を目指すことが株主の皆様に対する責務であると考え、これを実行してまいりました。 
 他方、当社の財務及び事業の方針の決定に関する支配権の交代を意図する者（以下「買収提案者」といいます。）が現われた場合には、そのよ 
うな者を受け入れるか否かの最終判断は、株主の皆様に委ねられるべきものと考えております。しかしながら、株主の皆様が、買収提案者の提 
案が当社の企業価値を最大限に反映しているものか否かを適切に判断することは必ずしも容易ではありません。特に、当社株式の急激な大量買 
付け行為が行われ、株主の皆様に十分な情報も時間も与えられない状況下で判断を迫られるような場合には、適切な判断を行うことは極めて困 
難であることが予想されます。したがいまして、当社取締役会は、買収提案者の提案について、その提案がなされた時点における株主の皆様が 
十分な情報を相当な検討期間に基づいた適切な判断（インフォームド・ジャッジメント）を行えるよう、合理的なルールを予め策定し、これによって、 
株主の皆様が当社の企業価値の最大化された利益を享受できるようにすることが、当社取締役会の責務であると考えております。もとより、この 
ようなルールは、取締役が自己の地位の維持を図るなど、取締役会による恣意的判断の入る余地のない公正で透明性の高いものでなければな 
りません。 
 
（２）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組み 
 当社は、2007年11月15日開催の取締役会において、買収を行おうとする者が具体的買付け行為を行う前に経るべき手続きを明確かつ具体的に 
示した適正ルールの導入を決議いたしました。 
 適正ルールは、当社取締役会が代替案を含め買収提案を検討するため、必要な情報と相当な期間を確保することにより、株主の皆様が買収提 
案に関し、インフォームド・ジャッジメント（必要な情報と相当な検討期間に基づいた適切な判断）を行えるようにすることを目的としており、当社の 
株券等を１５％以上取得しようとする者（買収提案者）がいる場合、買収提案者の買収提案が適正ルールに定める要件（必要情報及び検討期間） 
を満たすときは、その時点における株主の皆様が、対抗措置である新株予約権の発行（無償割当てを含む。以下同じ）の可否に関し、直接判断を 
下す仕組みを定めております。 
 適正ルールに基づく新株予約権の発行は、《１》買収提案者が適正ルールに定める手続きを無視した場合、《２》株主の皆様が新株予約権の発 
行に賛同した場合に限られます。 
 当社は、当該適正ルールを2007年11月15日付「当社株式の大量買付けに関する適正ルール（「株主意思確認型」買収防衛策）の導入及び新株 
予約権の発行登録に関するお知らせ」として公表しております。 
 
（３）上記取り組みについての取締役会の判断 
 適正ルールは、買収提案がなされた場合に対抗措置（新株予約権の発行）を発動するか否かを株主の皆様に必要な情報と相当な検討期間に 
基づき判断していただくためのルール及び手続きを定めたものです。 
 適正ルールは、買収提案を受け入れるか否かの最終的な判断を当社株主の皆様に委ねることにより、当社の企業価値及び株主共同の利益の 
確保・向上を図るものであり、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありま 
せん。 
 以上から、当社取締役会は、適正ルールが上記「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」に沿うものであ 
ると判断しております。 
 
（４）適正ルールの更新 
 適正ルールの有効期間は施行日から３年間となっております。このたび、期間満了を迎えるにあたり、当社では、当社グループを取り巻く環境 
等を考慮した結果、適正ルールの継続が必要であるとの判断に至りました。 
 このため、2010年11月５日開催の当社取締役会において、適正ルールの継続を決議し、「株式の大量買付けに関する適正ルール（買収防衛 
策）の更新に関するお知らせ」として公表しております。  

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

【会社情報の適時開示に係る社内体制の状況】 
 当社は、会社情報の適時開示につきまして、コーポレートガバナンスを有効に機能させるために、コンプライアンス及びアカウンタビリティとあわ 
せ、経営上の重要課題として位置付けており、より一層の充実に努めております。 
 決算情報を含む会社情報の発生、決定及び適時開示の手続きにつきましては、東京証券取引所適時開示規則に従うとともに適時開示情報の 
取扱いに関する社内規程である「インサイダー取引防止に関する規程」、「適時開示規程」等に基づき、迅速性、正確性、公平性、そして、平易性 
を重視のうえ適時開示を行うことを基本方針としております。 
 なお、当社の適時開示に関する基本方針として「ネツレン・ディスクロージャーポリシー（会社情報開示方針）」を定め当社ホームページに掲載し 
ております。 
 当社は、各部門の職務遂行責任を明確にするとともに、相互牽制システムを採用しております。また、内部監査室による内部監査、コンプライア 
ンス委員会における審議、監査役監査、会計監査人監査等により適時開示が適切に運用されていることを確認いたしております。 
 
（１）会社情報の把握方法 
 会社情報を統括的に把握、管理する部門は、管理本部企画管理部であります。また、会社情報の取扱いに関する責任者は、東京証券取引所 
に届け出ている情報取扱責任者であります。なお、決算情報については、主に管理本部経理部が担当しております。 
 本部（管理本部等）、事業部（工場、営業所等）、研究部門、子会社等で発生または決定した会社情報は、管理本部企画管理部へ報告されま 
す。また、決算情報は、管理本部経理部へ報告されます。 
 管理本部企画管理部及び管理本部経理部では、「会社情報適時開示ガイドブック（東京証券取引所）」に基づき、会社情報を「決定事実に関す 
る情報」、「発生事実に関する情報」、「決算に関する情報」に分類するとともに適時開示が必要か否か、必要とされない場合においても任意に 
開示を行うか否かの検討を行います。 
 
（２）会社情報の適時開示に関する手続き 
 会社情報が適時開示に該当する場合は、管理本部企画管理部及び管理本部経理部において、その詳細について調査し、開示資料および説明 
資料を作成いたします。 
 これを速やかに定時（または、臨時）取締役会（または、常務会）に報告、承認を受けた後に東京証券取引所が定める方法により適時開示を行っ 
ております。  

買収防衛策の導入の有無 あり
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【参考資料：コーポレート・ガバナンス体制（模式図）】

選任 選任 選任

※１

監査

選定・監督

会議・委員会・規程等 相互連携

※１

外部機関

顧問弁護士　※３

※１

顧問税理士

その他

・ 経営理念

・ 企業行動倫理基準

・ コンプライアンス規程

・ リスクマネジメント基本規程

・ その他

監査

相互牽制 監査

※２

※１　監査役会、会計監査人及び内部監査室の三者は監査の計画立案から報告までの相互連携体制をとっております。

※２　本社は、管理本部、営業本部、調達本部、技術本部及び品質保証本部であります。

※３　現在、特定の弁護士との顧問契約は締結しておりません。専門性を要する法的問題が生じた場合は、必要性を検討し個別案件ごとに相談しております。

グ ル ー プ 会 社

会 計 監 査 人 （ 監 査 法 人 ）

株 主 総 会

（うち社外取締役１名）

取 締 役 会 （ 取 締 役 ９ 名 ） 監 査 役 会 （ 監 査 役 ３ 名 ）

（うち社外監査役２名）

社 長

本 社

経 営 会 議

常 務 会

社 内 規 程 等

Ｔ Ｑ Ｍ 推 進 本 部

内 部 監 査 室

内 部 統 制 統 括部

全社Ｃ Ｓ Ｒ推進委 員会

内 部統 制推 進委 員会

監督

監査

助言

相談

事 業 部

安 全 衛 生 ・ 環 境 対 策室

広 報 委 員 会

コンプライアンス 委員会

そ の 他

（会議・委員会等）
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【参考資料：適時開示体制の概要（模式図）】 

 
事象の発生、事象の決定から適時開示への流れ （   ：情報の流れ、  ：監視体制 ） 

 

 
監視体制 

 

 
 

 

 
適時開示までの流れ 

 
 

 
会社情報の周知方法 

 
 

 
監査役会 

 
 
 
 

 
内部監査室 

 
 
 
 
コンプ 
 ライアンス 

委員会 
 
 
 

 
経営会議 

 
 
 
 
 

その他 
 

  

  
 

適時開示（ＴＤｎｅｔ） 
〔東京証券取引所〕 

 
 

 
 

 
 
 

 
適時開示後の対応 
兜倶楽部など記者ク

ラブでの記者会見ま

たは、資料投函およ

び当社ホームページ

への掲載 
 
 

 
 

取締役会（または、常務会） 
 

 
 
 
 

適時開示に 
該当する場合 

適時開示に 
該当しない場合 

管理本部企画管理部・経理部 
（情報取扱責任者） 

〔会社情報の確認、関連資料の作成〕 
 

 
 

 
 

 
任意開示の検討 

個別に内容を検討 
任意開示を行う場合

は、東京証券取引所

（ＴＤｎｅｔのＰＲ

情報等）に登録し、

開示後は、兜倶楽部

など記者クラブでの

資料投函および当社

ホームページへの掲

載 
 

 
発生事実に 
関する情報 

決定事実に 
関する情報 

決算に 
関する情報 

管理本部企画管理部・経理部 
（情報取扱責任者） 
〔会社情報の把握〕 

 

 
 

災害など 
 

 
 

会社情報の発生・決定 決算情報 
〔本部・事業部・研究部門・子会社等〕 
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